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第３章 予算要求 

ＰＪＭＯは、情報システム関係予算について本予算及び補正予算における予

算要求を行う際には(1)、プロジェクトを立ち上げた上で、次の事項を実施するも

のとする。 

 １. はじめに 

プロジェクトを円滑に進めて目標を達成するためには、プロジェクトの活動

に必要となる経費を、適切な時期に過不足なく確保することが必要である。そ

の上で、これらの経費の予算要求に当たっては、十分な積算根拠に基づいて客

観的に妥当性が判断できるように要求額を算出するとともに、その費用対効果

を明確に説明することが不可欠である。 

本章は、情報システム関係予算の要求に係る一連の活動の中で遵守、注意す

べき事項を示すことで、ＰＪＭＯがプロジェクトの内容に応じた必要十分な予

算を適切に要求できるようにすることを目的としている。 

 ２. 解説 

（1）「情報システム関係予算について本予算及び補正予算における予算要

求を行う際には」 

「情報システム関係予算」とは、別紙２「情報システムの経費区分」に示

される経費に関する予算をいう。 

「予算要求を行う際には」とは、当該年度の予算要求に係る費用の積算、

資料の作成、要求の提出までの範囲だけでなく、資料作成前に行う予算要求

の計画及び調整から、予算額の確定までを含んだ期間を指す。 

 参考 
標準ガイドライン 
別紙２「情報シス

テムの経費区分」 
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１. 予算要求の対象の特定 

ＰＪＭＯは、予算要求に先立ち、プロジェクト計画書及びプロジェクト管理

要領を確認し、プロジェクトの内容や進め方等を踏まえ、情報システム関係予

算の要求対象を特定する(1)ものとする。また、ＰＪＭＯは、予算要求の内容に

ついて漏れがなく、かつ、重複がないよう、ＰＪＭＯ内の各担当と確認及び調

整を行う(2)ものとする。 

なお、単年度の契約を行う場合と比較して、複数年度にわたる契約を行うこ

とに合理性が認められる場合には、国庫債務負担行為の活用を検討する(3)もの

とする。 

 １. 趣旨 

プロジェクトは一様ではなく、その特性、規模、実現方法等は様々である。

これらの特性等を十分に理解せずに予算要求を行うと、予算額が足りずにプロ

ジェクト運営に支障をきたすことや、逆に予算額が過剰となり必要とされる以

上の機能やサービスを調達する等の過大投資や適正な価格での調達がなされ

ず、合理的な調達がなされないなど、事業の効果的・効率的な執行を図る観点

から問題となることにつながりかねない。 

このため、予算要求に向けた準備活動の中では、予算要求の対象として「ど

ういった目的・目標で、いつ、どの経費を、どの範囲で」要求するかを明確に

し、関係する各担当と十分に調整することが重要である。 

 ２. 解説 

（1）「予算要求に先立ち、プロジェクト計画書及びプロジェクト管理要領

を確認し、プロジェクトの内容や進め方等を踏まえ、情報システム関係

予算の要求対象を特定する」 

「予算要求に先立ち」とは、予算要求に関する活動を開始するときを指

す。開始時期は、ＰＭＯが定める予算要求のスケジュールや、それに先立つ

資料の準備、ベンダーからの見積り取得等に要する期間を踏まえて、決定す

る必要がある。特に新規に開始するプロジェクトにおいては、事業の目的や

目標を踏まえた、プロジェクト計画、サービス・業務企画の方向性、システ

ム化の範囲や概要等、多くの内容を検討する必要があるため、予算要求の前

年度又は前々年度から検討に着手する等、十分な事前検討を行う期間と体制

を確保するように留意する。 

「情報システム関係予算の要求対象を特定する」とは、プロジェクトの目

標を達成するために必要な組織、機能、資材などのプロジェクトの全体像

（ビジネスモデル）を把握した上で、情報システムが担う部分を特定し、こ

れらを実現するために必要な情報システム関係の調達内容や調達時期を整理

する。これにより、調達の全体像を把握するとともに、当該年度の予算要求

で要求する調達対象を特定することをいう。特に、複数年にわたり調達が必
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要となる情報システム関係予算について可視化することで、後年度に必要と

なる予算要求を把握する。 

情報システム関係の調達に必要となる経費と予算要求対象の関係につい

て、その例を図 3-1 に示す。   

 

[1] Ｎ－２年度に「計画策定支援委託」を実施する。この委託業務に必要と

なる経費に対して、Ｎ－３年度に予算要求を行う。 

[2] Ｎ－１年度からＮ年度の２年度にわたり、「設計・開発委託」を実施す

る。この委託業務に必要となる経費に対して、Ｎ－２年度に国庫債務負

担行為を活用し２年度分の予算を確保した上で、各年度で予算要求を行

う。 

[3] Ｎ年度からＮ＋４年度の４年度にわたり、「ハードウェア・ソフトウェ

ア等の賃貸借・保守」、「アプリケーション保守委託」及び「運用支援委

託」を実施する。これらの業務に必要となる経費に対して、Ｎ年度に国

庫債務負担行為を活用し４年度分の予算を確保した上で、各年度で予算

要求を行う。 

（2）「予算要求の内容について漏れがなく、かつ、重複がないよう、ＰＪ

ＭＯ内の各担当と確認及び調整を行う」 

「漏れがなく、かつ、重複がない」とは、プロジェクトの活動を行うため

に必要となる各経費について、他の経費項目や他の担当の予算要求項目との

二重計上がなく、必要な項目の計上漏れもない状態を指す。 

ＰＪＭＯ各担当は、要求する経費項目にこのような過不足が発生しないよ

うに、特に複数の部門で個別に予算要求する場合は、計上項目の分担を行っ

た上で相互に要求内容を確認することが重要である。また、経費項目の計上

漏れを防ぐためには、プロジェクト計画書の実施計画及び別紙２「情報シス

テムの経費区分」と調達単位で突合しながら、調達単位で確認していくこと

が効果的である。さらに、一つの調達に含まれる経費項目だけではなく、同

一プロジェクト内で調達が複数に分かれることも考慮し確認を行う。 

なお、複数プロジェクトが関連する場合や情報システム関係予算以外の予

算（事業費等）と関係がある場合も、関係者間で同様に確認を行う。 

 

 図 3-1 

予算要求の対象範

囲の例 

 参考 
標準ガイドライン 
別紙２「情報シス

テムの経費区分」 
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（3）「複数年度にわたる契約を行うことに合理性が認められる場合には、

国庫債務負担行為の活用を検討する」 

「複数年度にわたる契約を行うことに合理性が認められる場合」とは、事

業者の見積り等の根拠に基づき、複数年度の契約が単年度の契約と比較して

予算の節減又は執行の効率化につながると客観的に判断できる場合のことを

指す。合理性が認められる例を次に示す。 

 情報システムの設計・開発業務等において、作業が複数年度にわたるこ

とが見込まれ、複数年度分を一括して契約することで、年度ごとに契約

を分割するよりもコストが抑制できるもの。 

 情報システムの保守・運用業務等において、恒常的に必要となる業務で

あり、過去の実績等から必要となる業務量を十分に予測することがで

き、複数年度分を一括して契約することで予算の効率的な執行につなが

るもの。 

 ハードウェア等の購入において、リース契約を用いて複数年度にわたる

契約を行うことで、各年度の予算額の平準化に寄与するもの。 

 クラウドサービス等の利用において、クラウドサービスの調達を毎年行

い新旧クラウドサービス間での移行を行うとコスト増加やサービス低下

を招いてしまうため、複数年度を一括して契約することで予算の効率的

な執行につながるもの。なお、クラウドサービスの調達にあたっては、

事前に契約金額を決定する総価契約よりも、単価契約等を活用して従量

課金の形態とすることでコストメリットが出やすいことにも留意するこ

と。 

 クラウドサービス等の利用において、複数年の契約をすることで長期契

約割引等が適用され、単年度契約を繰り返すよりもなおコストメリット

が得られるもの。 

 

なお、複数年度にわたる契約を推奨しない例としては、業務量の変動可能

性が大きく将来の業務量を予測することが難しいものや、複数年度にわたる

開発で後工程の内容や規模が前工程の結果をうけて大きく変化するもの等が

挙げられる。 

 参考 
「第二期政府共通

プラットフォーム

におけるクラウド

サービスの調達と

その契約に係る報

告書」 

https://cio.go.jp

/node/2703 
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２. 資料の準備 

ＰＪＭＯは、情報システム関係予算の要求に当たって、ＰＭＯが定めるスケ

ジュール及び提出を求める資料を確認し、要求内容及び費用対効果の合理性が十

分に判断できる資料となるよう、計画的にこれを準備する(1)ものとする。ま

た、事業者から見積りを取得する際は、事業者から有用な見積りを得られるよ

う、見積り対象工程に応じた適切な資料を準備する(2)ことに留意する。 

なお、内閣官房又は総務省からの資料提供の求めに際して必要となる資料

は、例えば次のようなものがある。 

 

＜提供を求める資料例(3)＞ 

  [1] 予算要求の概要 

  [2] 予算要求明細書（目細レベルの要求額、その積算内訳（数量、工数、単価

等）、事業者の見積書、前年度予算額との対比） 

  [3] プロジェクト計画書 

  [4] サービス・業務の説明資料（サービス・業務内容、サービスモデルの概念

図、業務フロー、業務量実績等） 

  [5] 情報システムの説明資料（役割、対象範囲、主要利用者、主要機能、シス

テム全体構成等） 

  [6] 想定する効果、目標指標（ＫＧＩ、ＫＰＩ） 

また、既存の情報システムがある場合は、併せて次のような資料が必要とな

る。 

 

＜既存の情報システムについて提供を求める資料例(4)＞ 

  [1] 過去の事業がもたらした効果と、情報システムが果たした役割 

  [2] 情報システムの運用コスト削減に向けた取組の説明資料 

  [3] 情報システムの運用実績（アクセス件数、処理件数等） 

  [4] 情報システムの稼働実績（ＣＰＵ使用率、ディスク使用率、ネットワーク

使用率等） 

  [5] 要求事項と同等の内容の直近の調達結果の詳細（契約日、契約額、契約期

間、応札者数、契約相手方等） 

 １. 趣旨 

プロジェクトの目標を高い費用対効果で実現するためには、実現するサービ

ス・業務の具体像や情報システムの具体的要件について事業者に正確に情報を

伝えることで、精度の高い見積りを取得することが不可欠である。また、ＰＪ

ＭＯがこれらの情報に基づいて作成する予算要求資料は、ＰＭＯや会計担当部

門等の関係者がその内容と費用対効果を適切に理解・判断できるように、正確

かつわかりやすい内容でまとめることが重要である。 

予算要求に必要となる資料は、サービス・業務企画（第４章）や要件定義

（第５章）の作業を同時並行的に行い、各々の検討内容と連携し、整合をとり
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ながら作成を進めることとなる。現状分析、検討、関係者調整等の作業に長い

時間を要することを踏まえて、資料の準備を計画的に行うことが重要である。 

 ２. 解説 

（1）「要求内容及び費用対効果の合理性が十分に判断できる資料となるよ

う、計画的にこれを準備する」 

「要求内容及び費用対効果の合理性」とは、実現するサービス・業務の内

容、効果、投資額等が、仮定や推測ではなく事実や根拠に基づいて示され、

プロジェクト目標の達成に対して整合が取れていることをいう。合理性を判

断する観点の例を次に示す。 

 実現するサービス・業務の内容が、社会的な要請に基づいている。 

 実現するサービス・業務の内容が、社会や利用者の価値最大化に寄与す

る内容になっている。 

 想定されるサービス・業務の提供レベルが、施策目的やサービス内容・

目標等に鑑み、必要かつ十分であり過大になっていない。 

 想定する効果が、過去又は類似の運用実績、利用者に対する調査等の事

実情報に基づいて算定されている。 

 現状の業務の課題が、現場のニーズや実態に基づいて抽出されている。 

 実現しようとしている業務プロセス・機能が、その目的に照らして必要

かつ十分であり、現場等の過度な要求を反映しすぎていない。 

 実現するサービス・業務に対して、情報システムが担うべき役割、期待

する効果が明確になっている。 

 要求額が、正確な情報に基づき見積もられ、詳細に精査されている。 

 情報システムに要求する機能や性能等が、運用実績や利用実績等の実デ

ータに基づいて検討されている。 

「計画的にこれを準備する」とは、上述のような観点から合理性を十分に

説明できる資料を作成するために、基礎的な事実情報の把握による現状分

析、実現するサービス・業務の検討、関係者調整等を十分に行うための期間

を確保して、資料の準備作業を計画し、実施することをいう。 

なお、現在も情報システムを運用しているプロジェクトについては、情報

システムの運用実績、利用実績等を日々の運用活動の中で収集し、予算要求

時に活用できる情報を日常的に蓄積しておくことが重要である。 

（2）「事業者から見積りを取得する際は、事業者から有用な見積りを得ら

れるよう、見積り対象工程に応じた適切な資料を準備する」 

「有用な見積り」とは、見積りの対象範囲が事業者に求めている内容に合

致し、見積り対象工程に応じた適切な粒度で、見積りの内訳が機能単位や製

品単位等で細分化された単位で積算され、経費の妥当性について客観的な説

明が可能なものを指している。 

「見積り対象工程に応じた適切な資料」とは、プロジェクトの状況と対象

工程に応じて要件の確定度合や資料の記載粒度を適切に調整した資料のこと

である。 

具体的には、業務自体が新規に発生する場合や業務自体は存在しているが
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情報システムを初めて整備する場合等においては、根拠とできる事実情報が

比較的少ない。そのような状況下で、情報システムに求める要件については

主たる部分を確定させた上で詳細部分については後続工程で検討することと

なるため、比較的記載粒度が大きな資料となる。また、法律や制度改正対応

において、制度自体が固まっていない時点で予算要求を行わなければならな

い局面においても同様に、詳細化を後続工程で実施することとなる。 

一方で、既に情報システムを運用しているプロジェクトで、明確な要件に

基づいて改修を行う場合等においては、業務における各種情報や情報システ

ムの設計情報、運用情報等の多量の根拠に基づいて、情報システムに求める

要件を精緻に定めることができる。 

このようにプロジェクトの状況と対象工程に応じて検討の粒度が異なるこ

とに留意し、適切な資料を準備することが重要である。 

（3）「提供を求める資料例」 

「提供を求める資料例」とは、内閣官房及び総務省が「第２編第６章１．

2) 要求内容等の把握」の実施に当たって、要求状況を把握するためにＰＪ

ＭＯに提出を求める資料の例である。 

資料の内容を、表 3-1 に示す。 

   
資料 内容 

予算要求の概要 

予算要求を行うに当たって、施策の趣旨・概要、実施根

拠、目的・目標、要求金額、想定する実施スケジュール等

を取りまとめた資料。 

予算要求明細書 

予算要求を行う経費項目と金額についての積算資料及び根

拠資料。細目レベルで要求額及びその積算内訳（数量、月

数、単価等）について前年度予算額との対比を明示してい

る（三段表とも呼ばれる）。補足資料として次の資料を用

意する。 

 各経費項目の積算明細 

 数量、月数、単価等（ソフトウェアの設計・開発がある

場合には、開発規模（画面数等による第三者が検証可能

な方法による開発規模の積算）を含む。）が記載されて

いる資料 

 事業者への見積依頼書、事業者の見積書 

プロジェクト計画書 

プロジェクトを計画的に遂行するために、政策目的やプロ

ジェクトの目標、範囲、体制、全体スケジュール等をとり

まとめたもの。（標準ガイドライン解説書「第３編第２章 

プロジェクトの管理」参照） 

サービス・業務の説

明資料 

情報システムを活用する作業と活用しない作業を含めて、

実施する業務全体の特徴や流れ、サービス・業務の実績

（利用者数、利用率、業務量等）等をまとめた上で、サー

ビス・業務改革（ＢＰＲ）の要点をまとめた資料や、サー

ビス・業務の内容が理解できるイメージ図。 

業務全体の整理に当たっては、サービス提供者の視点では

なくサービス利用者の立場で検討するとともに、利用者が

サービスを受ける必要が生じた時からサービスの提供後ま

で（エンドツーエンド）での利用者の行動全体を一連の流

れとして考えることに留意する。 

サービス・業務企画の検討結果から作成される資料であ

る。 

プロジェクト計画書に記載されている場合、別途用意する

 表 3-1 

提供を求める資料

例の内容及び作成

する資料 
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資料 内容 

必要はない。 

情報システムの説明

資料 

情報システムの役割、対象範囲、主要利用者、主要機能、

システム全体構成（ハードウェア、ソフトウェア、ネット

ワーク、クラウドサービス等の構成及び当該構成とした理

由が記載されている資料）等の概要をまとめた資料。 

 新規に情報システムを整備する場合は、情報システムの

全体像についての概要を記載する 

 既存の情報システムを更改、改修する場合は、現在の情

報システムの全体像と変更点を記載する 

想定する効果、目標

指標（ＫＧＩ、ＫＰ

Ｉ） 

投資に対して想定する効果の内容と、効果の達成度を判断

するための定量的な指標（ＫＧＩ、ＫＰＩ）について記載

した資料。 

プロジェクト計画書に記載されている場合、別途用意する

必要はない。 

 

（4）「既存の情報システムについて提供を求める資料例」 

「既存の情報システムについて提供を求める資料例」とは、既存の情報シ

ステムがある場合に、(3)に併せて追加で必要となる資料の例である。 

資料の内容を、表 3-2 に示す。 

 

資料 内容 

過去の事業がもたら

した効果と、情報シ

ステムが果たした役

割 

過去の事業がもたらした効果と、情報システムが果たした

役割について具体的に説明した資料。 

コスト削減に向けた

取組の説明資料 

情報システムの運用コスト削減について、コスト削減ポイ

ントやコスト削減目標等の概要を記載した資料。 

情報システムの運用

実績 

情報システムの利用実績として、アクセス件数、処理件

数、稼働率、目標復旧地点（ＲＰＯ）注１）と実績、目標復

旧時間（ＲＴＯ）注２）と実績等が記載されている資料（新

規に情報システムを整備する場合は見込みで可）が記載さ

れている資料。 

情報システムの運用業務の中で把握したデータに基づく資

料である。 
 注１）目標復旧地点（Recovery Point Objective）：障害発生時等に過去

のどの地点まで復旧させるのかという目標地点 

 注２）目標復旧時間（Recovery Time Objective）：目標復旧地点まで復

旧させる時間の目標 

情報システムの稼働

実績 

情報システムの稼働実績として、ＣＰＵの使用率やディス

クの使用率、ネットワーク使用率等システム稼働状況の変

化がわかる資料。平均値、ピーク時や閑散時だけではな

く、年間を通じた稼働変動が把握でき、システムの運用特

性が分析できる資料である必要がある。 

また、計測時期・期間については、標準ガイドライン「第

９章２．運用及び保守の実施」で定めた、作業実績の定期

的な取得期間に基づく。 

要求事項と同等の内

容の直近の調達結果

の詳細 

要求事項と同等の内容の調達であって、その直近の調達結

果について契約日、契約額、契約期間、応札者数、契約相

手方等を具体的に説明した資料。 

  

 表 3-2 

既存の情報システ

ムがある場合に、

追加で提供を求め

る資料例の内容及

び作成する資料 
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３. 経費の見積り 

ＰＪＭＯは、予算要求の積算に当たって、次の[1]から[8]までに掲げる事項

を遵守するものとする。なお、補正予算の場合は、予算要求までの期間が短くな

るため、予算要求後にも見積りの対象や金額について精査を行う等、進め方に

留意する必要がある(1)。 

  [1] ＩＴ基本法第 26 条第２項第２号の規定に定める経費の見積り方針に従う

(2)こと。 

  [2] 事業者から見積りを取得するときは、実現したい業務・機能の内容、規

模、サービスレベル、スケジュール等、事業者が見積りをするための必要

な情報の提供を行う(3)こと。 

  [3] 見積り金額の妥当性を確認できるように、数量、工数、作業者のレベル、

単価等の積算内訳を明確にする(4)こと。 

  [4] ライフサイクルコストを見積り、その根拠を明確にする(5)こと。 

  [5] 情報システム単位で積算し、区分できるようにする(6)こと。 

  [6] 「別紙２ 情報システムの経費区分」に基づき区分する(7)こと。 

  [7] 原則として複数事業者の見積りを比較する(8)こと。 

  [8] 原則としてクラウドサービスの利用を前提とした見積りも取得する(9)こ

と。 

 １. 趣旨 

経費の見積りに当たっては、予算額が足りずにプロジェクト運営に支障をき

たすことや、逆に予算額が過剰となり事業の効果的・効率的な執行を図る観点

から問題となることがないよう、プロジェクトの内容に応じた必要十分な水準

とすることが求められる。また、ＰＭＯや会計担当部門が費用対効果を正しく

判断できるよう、客観的な妥当性を担保することが求められる。 

このため、本項で記載した留意点を念頭に置いた上で、十分な期間を確保し

て計画的に経費の見積りを進めることが重要である。 

なお、事業者からの見積りの取得に際し、検討内容に不足がある場合、想定

と大きくかい離する見積りが提示された場合、又は、これまで検討されていな

かったサービス・業務の実現に係る有用な情報を得られた場合は、「２．資料の

準備」に立ち戻って再度検討を行うことが必要である。 

 ２. 解説 

（1）「補正予算の場合は、予算要求までの期間が短くなるため、予算要求

後にも見積りの対象や金額について精査を行う等、進め方に留意する必

要がある」 

「進め方に留意する」とは、補正予算の予算要求までに十分な精度の根拠

に基づいた見積りが行えない場合は、予算執行までの期間にサービス・業務

企画や要件定義の詳細化を図り、修正した上で、見積りの対象や金額につい
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て精査を行うことを指す。また、補正予算で開始したプロジェクトは、府省

重点プロジェクトの対象候補となる。 

なお、対象となった場合は、調達仕様書に添付する要件定義書の作成終了

前までに第一次工程レビューを実施する等、ＰＪＭＯはＰＭＯと連携しなが

ら検討活動を行う。 

（2）「ＩＴ基本法第26条第２項第２号の規定に定める経費の見積り方針に

従う」 

「経費の見積り方針」とは、ＩＴ基本法第 26 条第２項第２号にて内閣総

理大臣が政府ＣＩＯに行わせることができる事務の 1 つとして定められた

「関係行政機関の経費の見積りの方針の作成」を指す。予算要求に当たって

は、本ガイドラインの要求事項及びＰＭＯが定める方針に加えて、政府ＣＩ

Ｏが作成する経費の見積りの方針に従う必要がある。 

（3） 「事業者から見積りを取得するときは、実現したい業務・機能の内

容、規模、サービスレベル、スケジュール等、事業者が見積りをするた

めの必要な情報の提供を行う」 

「事業者が見積りをするための必要な情報の提供」において、既存の情報

システムがあるときには、見積りを依頼する事業者に対し、秘密保持契約を

結んだ上で、各種設計書等の閲覧を行わせるよう留意する。 

（4）「見積り金額の妥当性を確認できるように、数量、工数、作業者のレ

ベル、単価等の積算内訳を明確にする」 

「数量、工数、作業者のレベル、単価等の積算内訳を明確にする」とは、

見積りの内訳を「一式 ○○円」といった記載にするのではなく、見積り金

額を十分に精査し妥当性を確認できる粒度で内訳を記載することである。 

例えば、ハードウェアやソフトウェア等を購入する場合は、購入する物品

の品目それぞれに対して、数量、単価を明確にする。ただし、一体として扱

える機器等について無理に分割して積算させるようなことはしない。 

また、作業を委託する場合は、作業の成果物（開発する情報システムの機

能等）それぞれに対して、作業内容、作業工数、作業者種別及びレベル（Ｓ

Ｅ、プログラマ等）、人件費単価を明確にする。作業工数の妥当性を説明で

きるようにするため、工数算定の根拠を示す基本的数値及び算定方法（画面

数、帳票数、ＬＯＣ、ファンクションポイント等）も併せて記載する。 

リース期間が満了となりその後も継続的に情報システムを利用する場合

は、再リース契約等による当該物品の継続利用と情報システムの更改とを比

較し、どちらがより経済的であるか検討する。 

なお、制度変更が予定されているが詳細な変更内容が決定していない等、

予算要求時点で情報システムに求める要件を確定できない場合がある。この

場合においても、予算要求時点で判明している状況に基づいて必要と見込ま

れる要件を設定した上で、数量、工数、単価等の積算内訳に加え、見積り上

の前提条件や制約条件を明確にした見積りを取得することが重要である。 

特に、運用や保守業務における人件費の見積り取得に当たっては、実際の

稼働者数と各人と稼働時間がわかるような見積りを取得する必要がある。 
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（5）「ライフサイクルコストを見積り、その根拠を明確にする」 

「ライフサイクルコスト」とは、情報システムのライフサイクル期間（計

画・企画、設計・開発から運用・保守を経て廃止するまでの期間。標準ガイ

ドライン解説書「第３編第１章 ＩＴマネジメントの全体像」参照。）に発

生する、情報システムに係る全ての経費を指す。 

情報システムに係る経費は、導入時だけでなく、運用段階で経常的に発生

する。そのため、費用対効果の判断を適切に行うためにも、情報システムの

ライフサイクル全体を対象とした経費を把握することが重要である。 

また、ライフサイクルコストの見積りに漏れがあると、運用段階や、次期

システムへの更改を検討する段階等で追加的な経費が発生し、費用対効果を

損なってしまう。このようなことを未然に防止するためにも、事業者に見積

りの範囲や精度などに係る根拠の明示を求め、必要な経費項目が計上されて

いることを確認することが重要である。 

（6）「情報システム単位で積算し、区分できるようにする」 

「情報システム単位で積算し」とは、1 つの情報システムＩＤに対応する

情報システム（ある情報システムのサブシステムであって、情報システムＩ

Ｄを取得している場合を含む。）の単位に従って、予算の積算を行うことを

いう。 

（7）「「別紙２ 情報システムの経費区分」に基づき区分する」 

「「別紙２ 情報システムの経費区分」に基づき区分する」とは、情報シス

テム単位で、かつ、「別紙２ 情報システムの経費区分」で示す区分に従い、

積算することを指す。 

（8）「原則として複数事業者の見積りを比較する」 

「原則として」とは、複数事業者からの見積りの取得を行わない合理的な

理由がある場合を例外として扱えることを示している。この合理的な理由の

例を次に示す。 

 特定の事業者のみが保有する専門技術や著作権等の制約により、他事業

者への見積り依頼が困難な場合 

 既存の情報システムに対する部分的な改修等、当該情報システムの設

計・開発業務や保守業務を行っている既存事業者は設計情報等を熟知し

ているため作業を効率的に行えるが、その他の事業者は情報システム全

体の設計情報等を理解するための先行的な作業に多くの工数を必要とす

るため、既存事業者と比べて著しく作業規模が異なり、見積りを得るこ

とが困難な場合 

 ＰＭＯや府省内外のＣＩＯ補佐官、外部組織の有識者や専門的な知見を

持つ職員の助言も得ながら可能な限りの事業者へ見積り依頼を行った

が、複数事業者から見積りを得られない場合 

事業者に見積りを依頼する際は、同じ粒度で見積りを比較できるように、

ＰＪＭＯが見積り様式を指定し事業者からの提出を求めることが望ましい。

また、複数事業者の見積りから要求額を積算する際は、見積り合計額を単純

に平均するのではなく、見積りの内訳項目ごとに、見積り対象や前提条件、

 参考 
標準ガイドライン 
別紙２「情報シス

テムの経費区分」 
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制約条件等についても精査を行い、内訳項目単位で見積前提の整合がとれた

形で比較結果を積算するなど、積算根拠の妥当性を確認することに留意す

る。 

（9）「原則としてクラウドサービスの利用を前提とした見積りも取得す

る」 

「原則としてクラウドサービスの利用を前提とした」とは、ＩＴ基本法第

26 条第 2 項第 3 号、「 世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推

進基本計画」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）に基づき、クラウド・バイ・

デフォルト原則、すなわち、クラウドサービスの利用を第一候補として検討

することを指している。ただし、クラウドサービスの利用が合理的でないと

きは、例外として扱うことが認められることを示している。 

なお、クラウドサービスの導入や事業者からの見積り取得に当たっては、

「政府情報システムにおけるクラウドサービスの利用に係る基本方針」を参

考に検討する。 

 

 参考 
世界最先端デジタ

ル国家創造宣言・

官民データ活用推

進基本計画（平成

30 年 6 月 15 日閣議

決定） 
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４. 府省内での確認 

ＰＪＭＯは、ＰＭＯの求めに応じて必要な資料を提出し(1)、要求内容につい

て説明を行うものとする。その際、ＰＭＯ又は府省ＣＩＯ補佐官等から指摘、助

言又は指導を受けた際は、必要な対応策を講ずるものとする。 

 １. 趣旨 

ＰＭＯは、府省内のＩＴ施策に関する全体管理を行うために、各プロジェク

トの費用対効果を踏まえた上で予算要求内容の確認を行い、会計担当部門と連

携、協力し、予算配分を適正化する役割を担っている。 

このため、ＰＪＭＯは、ＰＭＯの定める予算管理の方針に従って、資料の提

出を行うとともに、ＰＭＯ又は府省ＣＩＯ補佐官等からの指摘、助言又は指導

に対しては必要な対応策を講ずる。 

 ２. 解説 

（1）「ＰＭＯの求めに応じて必要な資料を提出し」 

「ＰＭＯの求めに応じて」とは、ＰＭＯが定める予算管理の方針及び手順

に従い、予算要求に関する手続を進めることを指す。府省によりＰＭＯのヒ

アリングの実施等の定めがあるときには、これに係る調整及び対応を手順に

基づき実施する。 

なお、新規に整備する情報システムの情報システムＩＤについては、原則

として調達時点で取得するものとするが（「第６章２．情報システムＩＤの

取得」参照）、ＰＭＯが指示する場合は、予算要求時に情報システムＩＤを

取得するものとする。 

「必要な資料」とは、「２．資料の準備」で示す提供を求める資料例を基

本として、ＰＭＯがＰＪＭＯに対して個々に提出を求める資料をいう。 

これらには、「２．資料の準備」で示された資料のほか、それらの根拠と

なる情報（経費の詳細な見積り、効果指標の根拠となる事実情報等）も想定

されるため、「２．資料の準備」及び「３．経費の見積り」の事項に従い、

予算要求の提出前に資料及び見積りを準備する。 
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５. 内閣官房及び総務省での確認 

ＰＪＭＯは、内閣官房又は総務省の求めに応じて必要な資料（「２．資料の準

備」参照）を提出し(1)、内閣官房又は総務省から指摘、助言又は指導を受けた際

は、必要な対応策を講ずるものとする。 

 １. 趣旨 

内閣官房及び総務省は、政府全体のＩＴガバナンスを機能させるための諸活

動を行う観点から、「第２編第６章１．2) 要求内容等の把握」に基づき予算の

要求内容等の調査を行う。これに際し、要求内容等の詳細を把握するため、Ｐ

ＪＭＯに対して資料の提出を求める場合がある。 

このため、ＰＪＭＯは、内閣官房及び総務省からの求めに従い、資料の提出

を行うとともに、内閣官房及び総務省からの指摘、助言又は指導に対しては必

要な対応策を講ずる。 

 ２. 解説 

（1）「必要な資料（「２．資料の準備」参照）を提出し」 

「必要な資料」とは、「２．資料の準備」で示す提供を求める資料例を基

本として、内閣官房及び総務省がＰＪＭＯに対して個々に提出を求める資料

をいう。 

これらには、「２．資料の準備」で示された資料のほか、それらの根拠と

なる情報（経費の詳細な見積り、効果指標の根拠となる事実情報等）も想定

されるため、「２．資料の準備」及び「３．経費の見積り」の事項に従い、

予算要求の提出前に資料及び見積りを準備する。 
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６. プロジェクト計画書の段階的な改定 

プロジェクト推進責任者は、予算要求の内容について、プロジェクト計画書

に反映し、当該計画書の内容を更新する(1)ものとする。 

 １. 趣旨 

プロジェクト計画書に記載されている予算に係る情報は、プロジェクト全体

の予算執行管理や費用対効果の把握のために重要である。 

予算要求時に新たに作成した資料についても、プロジェクト計画書の段階的

詳細化の一環として、プロジェクト計画書に追加するとともに、調達フェーズ

におけるインプット資料として活用するものとする。 

予算要求額が確定した際は、速やかにプロジェクト計画書の内容を更新する

ことが重要である。 

 ２. 解説 

（1）「予算要求の内容について、プロジェクト計画書に反映し、当該計画

書の内容を更新する」 

「予算要求の内容」とは、主としてプロジェクト計画書の予算（「第２章

２．1)キ 予算」参照）を指す。 

確定した予算要求額をプロジェクト計画書に反映するとともに、予算査定

過程でプロジェクトの実施範囲やスケジュール等に変更が発生した場合は、

当該項目の内容も更新する。 

 


